
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 15

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

18 18 18 5 1 3

環境政策課長
荒島　久人

□ □ （ 回 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 9 9 9

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 回 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 10 10 10

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 回 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ ■ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,494 10 10 4 5 4

環境政策課長
荒島　久人

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,417 12 12

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 115,840 11 10

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,494 138 138 2 4 3

環境政策課長
荒島　久人

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,417 166 166

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 115,840 158 158

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

2 4 4 5 1 3

環境政策課長
荒島　久人

□ □ （ 事 業 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 2 1 1

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 事 業 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 3 6 6

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 事 業 ） （ 回 ） （ 回 ）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

11

16,897

11

4,017

小平市 東村山市 清瀬市

協 議 会 へ
の 参 画 回
数

会 議 開 催
回数

733 744

有効性 効率性

380 390

411

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

定例総会・定例協議会・幹事
会・専門委員会・実務研修・
ブロック会の研究成果の把
握・検討の実施

419

西東京市 その他（多摩26全市参加  ）

評価：昨今、公害対策や緑環境の課題共有化に加
え、地球温暖化防止対策に関する課題の比重が増す
など課題が多様化し、会議１回当たりの議題が広く
浅い傾向であった。会議資料の事前送付により会議
運営の向上が図られていた。平成26年度は副幹事長
市としてすべての会議に出席したため、人件費が増
加した。

方向性：継続的に参画していく必要性がある。なお
27年度は幹事長市になることが決定している。ま
た、会場が各市持ち回りのため遠方（旅費の増大）
に繋がる場合がある。

達成度

現状維持
東京都市環境・公害事務連絡
協議会

政 策 的(改正実施年度　　年度)

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 15-01地球環境にやさしいまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 環境負荷低減の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

総合的環境施作の推進

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

□

東京都市・公害事
務連絡協議会参画
事業

要綱等

10 10

給付
事業

□ 該当

要綱等

指定管理 その他（負担金　　　　  ）

8 8

苦 情 の 解
決 策 を 見
出せた数

（都）環境確保条例、（都）平成26年度市事務処理特例交付金交付要綱、
（26市課長会）都市・公害事務連絡協議会規約

7,305 11,322

□ 該当

15-01-01

環境政策課
生活環境係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

環境政策課
生活環境係

対象

根拠
法令
等

補助
事業 手段

・
内容

15-01-02

意図
①市民・事業者からの苦情に
適切な対応を図る。
②問題・課題点の情報共有。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)

補助
事業

公害等監視事業

4,017

給付
事業

□ 該当

□

害 鳥 獣 、
そ 族 昆 虫
苦情件数

害 鳥 獣 、
そ 族 昆 虫
苦 情 処 理
完了件数

2,758

（国）騒音規制法（義務）、（国）振動規制法（義務）、大気汚染防止法（義務）、
（都）環境確保条例（義務）、（都）26年度市事務処理特例交付金交付要綱

15-01-03

環境政策課
生活環境係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

害鳥獣、そ族昆虫
駆除対策事業

補助
事業 手段

・
内容

給付
事業

□

該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

645

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：害鳥獣、そ族昆虫に関する対応方法の情報収
集、情報提供をしているが、相談内容は多様化等し
ている。事業費は臨時職員の人件費分が増加した
が、その分人件費は減少したため、トータルコスト
は前年度に比べマイナスになった。

（国）鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律
（国）特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律

823 823

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

該当

・カラス、はと、ハクビシン
等の動物、その他不明動物等
の対応・相談受付 ・ユスリ
カの発生抑制をするために東
久留米市内にある河川等に薬
剤散布を行う ・そ族昆虫に
係る相談、苦情の受付 ・ね
ずみ駆除剤、捕獲シートの配
布

518 1,341

有効性

有効性 効率性 達成度

行政補完的(改正実施年度平成26年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的 （国）水質汚濁防止法（努力義務）、

対象
①市民、②事業者
（公害の発生源となりうる）

手段
・

内容

・河川水質調査3回
・工場排水検査2回
・地下水有機塩素化合物調査
１回
・道路環境調査１回
・自動車騒音面的評価調査１
回
・ダイオキシン類大気調査２
回

市民人口
公 害 検 査
の 検 査 回
数

環 境 基
準 、 規 制
基 準 を 下
回 っ て い
る回数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

評価：東京都等の関係組織や市の他部署による環境
調査結果を踏まえ、事業の検査項目の重複化を防い
だ。また、委託費について前年度決算値を最大限に
考慮し、コストの削減に取り組んでいる。

方向性：市民の生活環境を守るため、継続的に実施
していく。

2,758

要綱等

5,541 4,135

方向性：そ族昆虫駆除について、一部委託により対
応している。

963 1,581

要綱等

意図
害鳥獣、そ族昆虫に係る被害
へ対応し、生活環境を改善す
る。 1,371

効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

達成度

現状維持

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

小平市 東村山市 清瀬市

市民人口

11,058 13,816

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図
環境基準、規制基準を上回ら
ないよう監視する。

要綱等

618 618

害鳥獣、そ族昆虫で被害を受
ける可能性のある市民

15-01-04

1,406 11,356

小平市 東村山市 清瀬市

要綱等

645 726

現状維持
28年度以降

方向性環境政策課
計画調整係

根拠
法令
等 （国）環境基本法、（市）環境基本条例

373 373 457 830

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

現状維持

評価：平成２６年９月に市長から「東久留米市環境
基本計画の改定」について諮問を受け、検討部を設
けて平成２８年度からの計画を検討している。
従来の環境基本計画に対して年次報告書（かんきょ
う東久留米）に基づく進捗評価を行った。

環境審議会開催事
業

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

前年度において

示した方向性
対象

市域内での環境の保全等に関
する事業

補助
事業

清瀬市

環 境 の 保
全 等 に 関
す る 事 業
数 123

審 議 会 の
開催回数

小平市

123 144 267

手段
・

内容

・年数回開催予定
・環境基本計画の推進に関す
ること
・緑の基本計画の見直しに関
すること

環 境 と 調
和 し た 社
会 づ く り
の 取 り 組
み 方 法 を
審 議 し た
数

自主的 義務的 努力義務的

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

1,783 1,783 4,180 5,963

西東京市 その他（　　　　　　）

意図
環境と調和した社会づくりの
取り組み方法が明確となるた
めの審議を行う

方向性：環境の重要性が叫ばれる中、環境審議会の
果たす役割は、大きくなってきている。平成26～27
年度に環境基本計画の改定を行う。また、施策の適
切な点検方法の見直しを行っていく。

東村山市

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 15

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 15-01地球環境にやさしいまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 環境負荷低減の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

総合的環境施作の推進

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,494 15 153 5 2 3

環境政策課長
荒島　久人

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,417 16 118

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 115,840 19 183

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

94 2 4,591,109 4 3 3

環境政策課長
荒島　久人

□ □ （ 施 設 ) （ 回 ） （㎏CO2）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 95 2 5,066,818

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 施 設 ) （ 回 ） （㎏CO2）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 95 4 5,014,015

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 施 設 ) （ 回 ） （㎏CO2）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,494 9 16,561 5 4 4

環境政策課長
荒島　久人

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 個 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,417 9 11,940

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ 個 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 115,840 9 15,800

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 個 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,494 1,621 100 3 3 3

環境政策課長
荒島　久人

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ % ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,417 1,638 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ % ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 115,840 1,779 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ % ）

小平市 東村山市

補助
事業 手段

・
内容

・市民環境会議の開催
・庁内環境委員会の開催
・環境ウォッチングの開催
・環境シンポジウムの開催

5,814

給付
事業

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

14

環境基本計画推進
事業

西東京市

39 5,853

有効性 効率性

□

5,447 5,46114

5,461

環境政策課
計画調整係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

市民人口

市 民 環 境
会 議 、 庁
内 委 員
会 、 環 境
ウ ォ ッ チ
ン グ 、 シ
ン ポ ジ ウ
ム の 開 催
回数

環 境 と 調
和 し た 社
会 づ く り
の 取 り 組
み に 参 加
表 明 を い
た だ け た
市 民 ・ 事
業所数

要綱等

□ 該当

要綱等

該当

政 策 的(改正実施年度　　年度)

意図

対象

14 5,447

15-01-07

環境政策課
生活環境係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的 （市）環境基本計画
対象

①市民、事業者②市全域

補助
事業 手段

・
内容

・環境美化推進委員連絡会開
催
・環境美化マナーアップキャ
ンペーン開催

□

環境美化推進事業

要綱等

459

給付
事業

ポイ捨て等の防止及び路上喫
煙の規制に関し、市民、事業
者、市が協力して啓発等の活
動に取り組み、環境美化を推
進し、快適で安全な生活を確
保する。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)

・市民、事業者、市が環境と
調和した社会づくりの取り組
みの検討に参画する。
・市民、事業者、市が取り組
みの計画、目標が明らかにな
る

行政補完的(改正実施年度　　年度)

現状維持

その他（　　　　　　）

（国）地球温暖化対策の推進に関する法律、（市）環境基本条例、
（市）環境基本計画

31

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

清瀬市

現状維持

小平市 東村山市 清瀬市

市民人口
キ ャ ン
ペ ー ン の
実施回数

キ ャ ン
ペ ー ン で
の 啓 発 件
数 （ ポ
ケ ッ ト
テ ィ ッ
シ ュ ・ 携
帯 灰 皿 の
配布数）

前年度において

示した方向性

環境政策課
計画調整係

根拠
法令
等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

19 19 1,432 1,451

西東京市 その他（　　　　　　）

146 360

439

有効性

努力義務的 現状維持

対象
市

28年度以降
方向性

・庁内環境委員会開催
・東久留米市地球温暖化対策
実行計画に沿った温室効果ガ
ス削減を行う
・改正省エネ法施行に伴うエ
ネルギー使用調査等

評価：平成22年度から改正省エネ法が施行されたこ
とにより、義務的な事業が発生した。省エネについ
ては全庁的な取り組みが必要である。
平成25年4月には「東久留米市第二次地球温暖化対
策実行計画」を策定した。

※評価は数値確定後入力します。

15-01-05

15-01-06

達成度（市）環境基本条例、（市）環境基本計画
39

評価：会議の効率的な運営については、資料の事前
送付による会議時間の短縮化、Ｅメールの活用をし
ている。会議開催の効率化を図るために、市民環境
会議に「事務局会」を設けて効率的な運営について
検討を始めた。

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

方向性：環境への取り組みについては、これまでの
取組みを地道に行っていく必要がある。

市民、事業者、市

14

効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

（市）ポイ捨て等の防止及び路上喫煙の規制に関する条例
東久留米市環境美化推進委員連絡会設置要綱

214 214

方向性：地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区
域施策編）の策定を平成27年度以降に予定してい
る。市・市民・事業者が一体となった温暖化対策を
講じるためには、予算・人員体制の両面について充
実させていく必要がある。

小平市 東村山市 清瀬市

市 施 設 数
（ エ ネ ル
ギ ー を 使
用 し て い
る）

地 球 温 暖
化 防 止 に
関 す る 会
議 開 催 回
数

温 室 効 果
ガ ス 排 出
量

前年度において

示した方向性
自主的 義務的

33 426

手段
・

内容

31 408

意図
温室効果ガスの抑制に努め
る。

□ 該当

要綱等

補助
事業

地球温暖化の防止
対策推進事業

要綱等

33

有効性 効率性

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

121 121 321 442

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：市内でのポイ捨て防止や路上喫煙禁止区域で
の喫煙の禁止については、市民への周知・啓発が最
重要であり、前年度に比べキャンペーンでの啓発品
配布数は増加した。効率性については今年度育休職
員の代わりに臨時職員を雇用したため、事業費が増
加している。

方向性：市民への啓発活動は有効であることから継
続的実施していきたい。キャンペーン事業（環境美
化推進員連絡会）の啓発品配布に代わる方法を検討
していく。

政 策 的(改正実施年度　　年度)

127 127

給付
事業

□ 該当

要綱等

（市）環境基本条例、（市）環境基本計画

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象
市民、事業者、市民環境団
体、市内小・中学校

手段
・

内容

・実行委員会による環境ﾌｪｽ
ﾃｨﾊﾞﾙの計画、実施
・市民等に対する広報活動
・環境団体、小・中学校、事
業者による環境に関するパネ
ル展示ほか

評価：参加型・体験型のイベントとして実施してお
り、市内最大規模の環境イベントに成長。来場者ア
ンケート結果からも環境学習の提供の場として成果
の向上が伺える。

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

有効性

194 3,105 3,299

261 388

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

243 3,013 3,256

西東京市 その他（　　　　　　）

要綱等

194

効率性 達成度

15-01-08

意図

環境政策課
計画調整係

根拠
法令
等

補助
事業

環境フェスティバ
ル開催事業

□ 該当

指定管理

・市民に、市の環境及び地域
環境について関心を持っても
らう。
・事業者、庁内環境団体に環
境への取組みについて発表し
てもらう。

方向性：実行委員会形式の事業で市の関わりを軽減
しているが、開催期間中は複数の職員が対応せざる
を得ない状況がある。

小平市 東村山市 清瀬市

その他（　　　　　　　  ）

189 189 3,040 3,229

市民人口 来場者数

ア ン ケ ー
ト に 回 答
し て く れ
た 来 場 数
の う ち 、
環 境 問 題
に 関 心 を
持 っ た と
答 え て く
れ た 人 の
数 ／ ア ン
ケ ー ト の
回答者数

前年度において

示した方向性

243

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 15

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 15-01地球環境にやさしいまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 環境負荷低減の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

総合的環境施作の推進

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,494 70 0.06 3 3 3

環境政策課長
荒島　久人

□ □ （ 人 ） （ 冊 ） （ % ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,417 70 0.06

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 冊 ） （ % ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 115,840 74 0.06

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 冊 ） （ % ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,494 5 0 － － －

環境政策課長
荒島　久人

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

15-01-10

環境政策課
計画調整係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市民、事業者、市

検 討 部 会
の 開 催 回
数

計 画 の 策
定件数

補助
事業

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

・策定検討委員会等での検討
・コンサルティング会社の策
定支援
・市民意識調査
・パブリックコメントの実施
等

環境基本計画改定
事業

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

・東久留米市における環境に
関する施策体系のとりまとめ
として平成１8年度に策定さ
れた計画の改定を行う。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

□

（国）環境基本法、（市）環境基本条例
4,027 734 4,761

有効性 効率性 達成度

1,775 1,797

給付
事業

□

市民・事業者

市民人口

市 内 の 環
境 に 関 心
を 持 っ た
市 民 ・ 市
内 の 環 境
に 関 心 を
持 ち 、 環
境 に 配 慮
し た 事 業
を 展 開 す
る 事 業 者
に 配 布 し
た 冊 子 の
数

市 内 の 環
境 に 関 心
を 持 っ た
市 民 ・ 市
内 の 環 境
に 関 心 を
持 ち 、 環
境 に 配 慮
し た 事 業
を 展 開 す
る 事 業 者
に 配 布 し
た 冊 子 の
数 ／ 全 市
民 数 ・ 市
内 事 業 者
数

効率性 達成度

15-01-09

環境政策課
計画調整係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

補助
事業

小平市 東村山市 清瀬市

「かんきょう東久
留米」作成事業

該当

要綱等

意図

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

市で行った水質調査等の環境
調査結果及び環境基本計画の
進捗状況の小冊子による提示

評価：昭和５０年度から「東久留米の公害」（後に
「かんきょう東久留米」と改題）継続的に発刊して
いるものである。平成１９年度より冊子印刷を極力
控え、ホームページに掲載することにより市民に周
知を図っている。

要綱等

22 22

28年度以降
方向性

19

前年度において

示した方向性
28年度以降

方向性
現状維持

□ 該当

前年度において

示した方向性
現状維持

・市の現在の環境状態の把握
・過去の環境状況との比較及
び将来のための資料

方向性：大幅な経費削減は難しいが、ホームページ
の活用及び内容の充実にも努めていく。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：環境基本計画の計画期間終了に伴い、計画の
改定作業を行っている。会議は、環境審議会のもと
に検討部会を設置し、５回の会議を開催し、計画の
骨格を決定してきた。

方向性：平成２７年度の施策の詳細等を決定し、計
画を完成させる。

4,027

現状維持

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

13 13 1,728 1,741

西東京市 その他（　　　　　　）

（市）環境基本条例、（市）環境基本計画
19 1,713 1,732

有効性

該当

市民人口

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


